
〇海上自衛隊予算の編成手続に関する達 

昭和37年７月10日 

海上自衛隊達第53号 

改正 

昭和63年12月13日 海上自衛隊達第48号    平成13年１月６日 海上自衛隊達第１号 

平成18年３月27日 海上自衛隊達第９号    平成18年７月28日 海上自衛隊達第29号 

平成19年１月９日 海上自衛隊達第１号    平成21年８月10日 海上自衛隊達第67号 

海上自衛隊予算の編成手続に関する達を次のように定める。 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この達は、海上自衛隊予算の編成手続に関し必要な事項を定めることを目的とす

る。 

（用語の意義） 

第２条 この達において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に示すとお

りとする。 

（１） 「予算の編成手続」とは、財政法（昭和22年法律第34号）の規定に基づいて防衛大

臣（以下「大臣」という。）が行なう概算要求書の作成及び予算参照書の作成に関し、

海上幕僚監部において行なう手続をいう。 

（２） 「維持経費」とは、海上自衛隊の現年度における態勢及び規模を維持運営するため

に必要な経費をいい、次のとおりに区分する。 

イ  国庫債務負担行為歳出化経費 

 国庫債務負担行為の歳出化のために必要な経費 

 ロ  継続費年割経費 

 継続費の当該年度に割り当てられる経費 

 ハ  新規経費 

 新規に必要とする経費 

 ニ  その他の区分は別に定める。 

（３） 「増勢経費」とは、海上自衛隊の態勢及び規模を増強するために必要な経費をい 

う。 

（４） 「予算の事項別区分」とは、予算を目的又は内容に応じ区分することをいう。 

（５） 「予算の科目別区分」とは、予算を財政関係法令及び大臣の定めるところに従い、 

 予算科目によつて区分することをいう。 

（６） 「概算要求資料」とは、海上幕僚監部の課長（海上幕僚監部総括副監察官、海上幕

僚監部首席法務官付法務室長、海上幕僚監部首席会計監査官付会計監査室長及び海上

幕僚監部首席衛生官付衛生企画室長を含む。以下「課長」という。）が作成する予算

見積りの資料をいう。 



（７） 「概算要求書（案）」とは、海上幕僚監部総務部長（以下「総務部長」という。）

が、概算要求資料の内容を検討し、予算の事項別及び科目別区分ごとに統合整理し

て作成する書類をいう。 

第２章  予算編成手続 

（予算編成手続の標準日程） 

第３条  予算編成手続の標準日程は、別表のとおりとする。 

（予算編成計画の作成） 

第４条から第８条まで 削除 

（概算要求資料の作成等） 

第９条 課長は、概算要求資料を作成して総務部長に送付するものとする。 

２  海上幕僚監部の部長、海上幕僚監部監察官、海上幕僚監部首席法務官、海上幕僚監部

首席会計監査官及び海上幕僚監部首席衛生官（以下「部長等」という。）は、前項の規

定による概算要求資料の作成について、当該部等の課等（課、室又はこれらに準ずるも

のをいう）間における調整を行うものとする。 

（概算要求書（案）の作成等） 

第10条  総務部長は、前条の規定により送付された概算要求資料の内容を検討して部長等

と必要な調整を行い、予算を事項別及び科目別に統合整理して概算要求書（案）を作成

し、海上幕僚長（以下「幕僚長」という。）の決裁を得て大臣に提出するものとする。 

２  海上幕僚監部防衛部長（以下「防衛部長」という。）は、前項の調整に協力し、業務

計画とのふん合をはかるものとする。 

３  総務部長は、第１項の概算要求資料の検討にあたつては担任の課長の説明を求めるこ

とができる。 

（概算要求書（案）の内局審議に際しての説明） 

第11条  総務部長は、概算要求書（案）の防衛省経理装備局における審議（以下「内局審

議」という。）に際しては、関係の部長等及び課長の協力を得て所要の説明を行なうも

のとする。 

（内局審議の結果処理） 

第12条  総務部長は、概算要求書（案）の内局審議の結果を整理して、幕僚長に報告する

ものとする。 

（歳入予算見積資料の作成等） 

第13条  総務部長は、歳入予算の見積に関する資料を作成し、防衛省経理装備局長（以下

「経理装備局長」という。）に送付するものとする。 

（概算要求書の財務審議に際しての説明） 

第14条  総務部長は、概算要求書の財務省主計局における審議（以下「財務審議」という。）

に際しては、経理装備局長の計画するところにより、第11条の規定に準じて所要の説明

を行なうものとする。 

（予算案内示の整理及び復活要求） 



第15条  総務部長は、予算案が内示された場合は、その内容を整理し、復活要求の必要の

ある場合は、防衛部長及び関係の部長等と調整して予算復活要求書（案）を作成し、幕

僚長の決裁を得て大臣に提出するものとする。 

（予算復活要求書（案）の内局、財務審議に際しての説明） 

第16条  総務部長は、予算復活要求書（案）の内局審議及びこれに関連する財務審議に際

しては、それぞれ第11条及び第14条の規定に準じて所要の説明を行なうものとする。 

（予算決定の整理及び予算参照書の作成） 

第17条  総務部長は、予算（案）が決定された場合は、その内容を整理し、予算参照書を

作成するものとする。 

（予算参照書作成に際しての協力） 

第18条  総務部長は、前条の予算参照書の作成に際しては、関係課長の協力を求めること

ができる。 

（追加要求及び補正予算編成の手続） 

第19条  総務部長は、第10条の規定による概算要求書（案）の提出後、追加要求を生じた

場合及び財政法第29条の規定により予算補正の必要を生じた場合には、前各条の規定に

準じて所要の手続きを行なうものとする。 

２  前項の場合において、関係の部長等及び課長は、総務部長の計画するところにより、

前各条の規定に準じて所要の手続及び協力を行なうものとする。 

第３章  雑則 

（科目説明表の作成、配布） 

第20条  総務部長は、予算（案）が決定された結果に基づき歳入歳出予算科目説明表を作

成し、所要の向きに配布するものとする。 

（予算の概要の作成、配付） 

第21条  総務部長は、予算（案）が決定された結果に基づき予算に関する各種資料を集録

して、「予算の概要」を作成し、所要の向きに配布するものとする。 

（委任規定） 

第22条  この達の実施について必要な細部事項は、総務部長が定めるものとする。 

附  則 

この達は、昭和37年７月10日から施行する。 

附  則〔昭和63年12月13日海上自衛隊達第48号〕 

この達は、昭和63年12月15日から施行する。 

附  則〔平成13年１月６日海上自衛隊達第１号〕抄 

１  この達は、昭和13年１月６日から施行する。 

附 則〔防衛庁設置法等の一部を改正する法律等の施行に伴う関係海上自衛隊達等

の整理に関する達の附則〕 

この達は、平成18年３月27日から施行する。 

附 則〔内部部局等の改編に伴う関係海上自衛隊達等の整理に関する達の附則〕 



この達は、平成18年７月31日から施行する。 

附 則〔防衛省移行に伴う関係自衛隊達等の整理に関する達の附則〕 

この達は、平成19年１月９日から施行する。 

附  則〔平成21年８月10日海上自衛隊達第67号〕 

この達は、平成21年８月10日から施行する。 

 

別表（第３条関係） 

Ｘ 年 度 予 算 編 成 手 続 標 準 日 程 表 

項   目 

年度・月 Ｘ － １  会  計  年  度 

関係 

条項 
4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 

各課概算要求資料の作成 第９条                 

概算要求資料の幕内審議 第 10 条                 

概算要求書（案）の内局審議 第 11 条                 

概算要求書（案）の提出       ○           

概算要求書の財務審議 第 14 条                 

予算（案）内示及び復活要求 第 15 条                 

予算（案）の決定            ○     

予算参照書の作成 
第 17 条 

第 18 条 
            

  
  

参
考 

予算案の国会審議 

 

            ○ ○ ○ 

予算成立                ○ 

 


